
資料 法人企業統計調査の変遷と概要

Ⅰ．はじめに

本号の各論文において分析の対象となった法

人企業統計調査について，これまでの変遷と現

調査の概要を資料としてまとめた。なお，法人

企業統計調査は，「年次別法人企業統計調査」（以

下「年次別調査」という。）と「四半期別法人

企業統計調査」（以下「四半期別調査」という。）

があり，本号の各論文では，長期的な日本企業

の行動を把握するという観点から年次別調査を

利用しているが，本資料編では両調査の変遷と

概要についてまとめた。

Ⅱ．法人企業統計調査の変遷

Ⅱ－１．調査の開始と初期の調査

第２次大戦直後，大蔵省（現財務省）は，戦

後経済の復興を図るべく，会社利益配当等臨時

措置法，制限会社令，過度経済力集中排除法，

企業再建整備法，資産再評価法等の企画立案，

運営を行う上で，法人企業の財務並びに営業に

関する諸資料を入手する必要があった。

このため，大蔵省では，当時の商工省（現経

済産業省）が以前より実施していた「会社統計」

を引き継ぎ，新たな構想のもとに調査項目を整

備し，１９４８年から「法人企業統計調査」として

実施した。当初この調査は，調査時点を１２月末

とし，その時点における資産，負債及び資本並

びにその時点までの過去１年間の損益状況を調

査していたが，５０年からは，１２月末までの１年

間に決算を行った法人の計数を調査することと

なった。また，６０年からは調査を年度（４月か

ら翌年３月まで）で行うこととし，４月から９

月までに決算を行った法人を上期の調査対象，

１０月から翌年３月までに決算を行った法人を下

期の調査対象とする年次別調査として実施し，

現在に至っている。なお，この調査結果は「法

人企業統計年報」として公表している。

一方，大蔵省では，経済安定本部が４６年から

四半期ごとに日本銀行に委託していた「事業会

社資金実績調査」を引き継ぎ，調査項目等を整

備し，四半期別調査として，５０年から実施した。

５０年は試験調査として資本金２００万円未満の法

人も調査したが，５１年以降は資本金２００万円以

上を調査対象とした。この調査結果は「法人企

業統計季報」として公表している。

なお，法人企業統計調査は当初，大蔵省大臣

官房調査部で行われていたが，その後，変遷を

経て財政金融研究所（現財務総合政策研究所）

に調査統計部を設置（９０年７月１日）し，同部

調査統計課において所掌することとなった。

なお，法人企業統計調査に関する主要年表は

表１のとおり。
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Ⅱ－２．指定統計１）となるまで

法人企業統計調査は，統計報告調整法（５２年

法律第１４８号）に基づき行政管理庁長官（現総

務大臣）の承認を得て実施する承認統計であっ

たが，６９年５月，企業統計の体系的整備を図る

必要から，行政管理庁長官は統計審議会（行政

管理庁，現総務省の審議会）に対し，「企業統

計の整備について」の諮問を行い，その中で法

人企業統計調査の在り方について検討を求めた。

統計審議会は，７か月にわたる審議を行った結

果，同年１２月，法人企業統計調査を統計法に基

づく指定統計とすることが適当であるとの答申

を行い，併せて，①回収率の向上，②法人数の

的確な把握，③兼業状況の調査，④未回収標本

に対する補完調査，⑤標本替えに伴う時系列の

「断層」などの事項について改善すべき旨を指

摘した。

このため，大蔵省は上記事項への対応策を検

討した結果，各事項について，次のような措置

を講ずることとした。

①低階層法人の調査票記入を容易にするための

「記入要領」を作成することにより記入者の

負担を軽減し，回収率の向上を図る。

②資本金５，０００万円以上の法人について法人名

簿を作成し，その整備を行うことにより，法

人数を的確に把握する。

③調査票の様式を改正し，業種別売上高を調査

する。

④年次別調査の未回収法人に対する補完調査を

実施する。

⑤四半期別調査の期首数値を集計，公表する。

その後，所定の手続きを進め，７０年６月に指

定統計第１１０号の指定を受け，次いで同年同月，

統計法第７条に基づき法人企業統計調査要綱に

ついて行政管理庁の承認を得るとともに，法人

企業統計調査規則（７０年大蔵省令第４８号）を制

定した。これにより，年次別調査は７０年度上期

から，四半期別調査は７０年度第１四半期から指

定統計として実施されることとなった。また，

本土への復帰以降承認統計として実施されてい

た沖縄県分については，７４年度から指定統計と

して実施された。

Ⅱ－３．指定統計化以後

Ⅱ－３－１．７３年度の改正

７０年代における我が国の産業構造の著しい変

化を反映し，調査結果の公表の早期化，業種の

細分化及び調査項目の追加等の要請が各方面か

ら更に強まった。７３年５月，行政管理庁長官は

統計審議会に対し，「法人企業統計調査の改正

について」諮問を行い，審議を経たうえ，７３年

度から７５年度にかけて３次にわたる改正を行っ

た。

（１） 第１次改正（７３年６月の統計審議会の答申

を得て，７３年度調査から実施）

ａ．四半期別調査の調査対象を資本金２００万円

以上から１，０００万円以上の法人に切り上げた２）。

これにより零細企業が調査対象外となり調査

票の回収率は向上した。

ｂ．四半期別調査に有価証券勘定項目を追加し

た。これにより，流動資産の内訳をより具体

的にとらえることができることとなった

（２） 第２次改正（７４年１０月の統計審議会の答申

を得て，７５年度調査から実施）

ａ．製造業，サービス業等の業種を細分すると

ともに，年次別調査と四半期別調査の業種分

１）指定統計とは，政府，地方公共団体が作成する統計またはその他のものに委託して作成する統計のうち，
総務大臣が指定し，その旨を公示した統計をいい，これまでに，国勢調査，事業所・企業統計等をはじめ１１９
の統計（そのうち現在も調査が行われているのは約６０）が指定されている。統計法では，指定統計の申告者
に対して申告義務を課すとともに，調査実施者に対しては申告内容の守秘義務，結果の早期公表義務を課し
ている。

２）統計審議会では，調査対象法人の資本金切上げについては，国民所得の推計上支障があるのではないかと
の意見も出されたが，法人数が増加する一方，調査に従事する職員が年々減少している等の客観情勢を考慮
すると，多少の精度低下はやむを得ないとの結論となった。
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類を統一した。これにより年次別調査と四半

期別調査の業種対比が可能となった。この時

期以降，調査対象業種分類の大きな変更は行

われていない。なお，年次別調査の業種分類

の変遷は表２のとおり。

ｂ．四半期別調査の調査項目を一部改めた。利

用者からの要望が強かった調査項目を追加

（負債性引当金，資本準備金，利益準備金等

の新設，有価証券勘定項目の細分化）したこ

とから，法人企業の動向（損益状況，資金の

調達方法等）をより具体的に把握することが

可能となった。なお，調査項目が増加したこ

とから，記入者の負担軽減と利便に資するた

め「記入例」を作成するとともに，「記入要

領」の冊子化を図った。

ｃ．抽出率を変更し，推計方法を一部改めた。

７０年代には，法人企業の資本金分布も大きく

変わった。そこで，現実に即した資本金分布

による標本抽出を行うために抽出率を変更し，

併せて推計方法を改めた。

（３） 第３次改正（７５年５月の統計審議会の答申

を得て，７５年度調査から実施）

ａ．年次別調査の調査項目を一部改めた。第２

次改正での四半期別調査の改正に準じて年次

別調査の調査項目を追加し，併せて「記入例」

を作成するとともに，「記入要領」の冊子化

を図った。この時期以降，調査項目の大きな

変更は行われていない。なお，年次別調査の

調査項目の変遷は表３のとおり。

ｂ．年次別調査の調査票の提出期限を変更した。

商法の一部改正及び記入者の負担軽減に対処

するため，調査票の提出期限を２０日間延長し

た。

Ⅱ－３－２．８２年度の改正

前回の改正から約１０年が経過し，この間に企

業活動の多様化，複雑化が更に進展するととも

に，調査対象法人数は年ごとに増加してきた。

これに対し，調査担当職員は減少傾向にあり，

１人当たりの処理件数も著しく増加したことか

ら，調査票の早期回収が困難となり，統計精度

の維持も危ぶまれる状態となった。一方，調査

対象法人においても経営の合理化のために，経

理部門の縮小傾向が強まり，記入者の負担感が

強まった。これらの問題に対処するため，８１年

に入って，①標本設計を見直し，現行の精度を

維持しつつ抽出法人数の減少を図る，②四半期

別調査の調査項目を増設する，③記入者負担の

軽減，迅速な調査実施のため，四半期別調査の

対象法人の資本金を引き上げる，④資料の早期

配付を図る，などの検討が行われた。このため，

上記事項への対応策を検討した結果，各事項に

ついて，次のような措置を講ずることとした。

① 標本設計の変更等（８２年７月の統計審議会

調査技術開発部会において審議，了承され，

８３年度調査から実施）

標本の抽出方法は「法人企業統計調査要綱」

で定められているが，従来，資本金階層ごとに

一定の抽出比を用いて抽出していたため，法人

総数が増加すると抽出法人数も増加することと

なっていた。しかし今回の改正では，等確率系

統抽出及び確率比例抽出といった抽出方法は変

わらないものの，標本法人数は年次別調査では

２万４千社程度，四半期別調査では１万８千社

程度に抑えることとなった（その後の法人総数

の増加から現在はそれぞれ３万社，２万５千社

程度となっている。）。なお，調査の精度につい

て，文部省統計数理研究所（現文部科学省統計

数理研究所）に分析を依頼したところ，上記の

ような定数抽出に変更してもその精度はほぼ一

定に保たれるとの結果が得られた。

また，資本金階層については法人数の多い

１，０００万円以上５，０００万円未満を１，０００万円以上

２，０００万円未満及び２，０００万円以上５，０００万円未

満の２層に分離した。併せて，従来，各層の業

種別の最低標本数は３０社とされていたが，資本

金１，０００万円以上の法人については最低標本数

を５０社に引き上げ，法人数の少ない業種の精度

向上を図るとともに，法人数の多い業種への過

度の標本割当の抑制を図った。

② 「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に

関する規則」の一部改正に伴い，調査項目の
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所要の改正を行うとともに，四半期別調査の

調査項目を増設（受取利息等）した。

③ 調査対象を資本金１億円以上の階層にした

いとの意見もあったが，ユーザーからの強い

要望と中小企業の動向をも把握する必要があ

ることなどから，現行どおり資本金１，０００万

円以上の法人を調査対象とすることとなった。

④ 「新聞発表」及び「法人企業統計季報」に

ついては実施済みであるため，年次別調査の

「財政金融統計月報」への掲載を従来の１１月

号から１０月号に繰り上げた（９４年度からは８

月号に繰り上げ）。

Ⅱ－３－３．９５年度の改正

「商法等の一部を改正する法律」（９０年６月２９

日公布，９１年４月１日施行）により，会社を設

立する場合，株式会社については１千万円，有

限会社については３百万円の最低資本金が必要

となった。また，既存の会社で最低資本金未満

のものについては９６年３月末（大阪府，兵庫県

は９７年３月末）まで適用猶予期間が設けられ，

その間に増資または組織形態の変更を求められ

ることとなった。

上記改正の影響から，有限会社については資

本金３百万円未満の法人が減少する一方，３百

万円以上の法人が大幅に増加し，株式会社につ

いても１千万円未満の法人が減少する一方，１

千万円以上の法人が大幅に増加した。

こうした事態に対処するため，９３年１１月に大

蔵省内に有識者で構成する「法人企業統計研究

会」を設置し，対応策を検討してきた結果，当

面，次のような措置が必要であるとの結論に達

した。

（１） 資本金階層区分の変更

株式会社，有限会社の最低資本金額を含む階

層について，標本抽出，集計及び推計を行う資

本金区分を以下のように細分し，精度の向上を

図った。

ａ．資本金２百万円以上５百万円未満として標

本抽出，集計及び推計を行っている階層につ

いては，有限会社の最低資本金額である３百

万円で細分し，２百万円以上３百万円未満及

び３百万円以上５百万円未満の２階層に変更

した。

ｂ．資本金１千万円以上２千万円未満及び２千

万円以上５千万円未満の２階層に分けて標本

抽出を行う一方，１千万円以上５千万円未満

として集計及び推計を行っていた階層につい

ては，標本抽出，集計及び推計について１千

万円以上２千万円未満及び２千万円以上５千

万円未満の２階層に分けて行うこととした。

（２） 資本金階層別標本法人数の変更

上記資本金階層の細分に対応するため，以下

のように資本金階層別標本数を変更した。

ａ．今後も法人数の減少が見込まれる資本金２

百万円以上３百万円未満の階層については，

標本数を約１千社とし，法人数の増加が見込

まれる３百万円以上５百万円未満の階層につ

いては，約２千社とした（従来は，２百万円

以上５百万円未満で約２千社）。

ｂ．資本金１千万円以上２千万円未満の階層

（標本数約３千社）については，今後も法人

数の増加が見込まれることから標本数を約４

千社に拡大した。

ｃ．確率比例抽出を行っている資本金１億円以

上１０億円未満の階層については，法人数の増

加に伴い標本数が大幅に増加していることか

ら，抽出間隔を拡大（累計資本金額を５億円

から６億円に引き上げ）し，標本数の増加を

抑制した。

この標本設計の変更により，現行の資本金階

層区分及び標本数は表４のとおりとなった。な

お，年次別調査の標本抽出方法の変遷は表５の

とおり。

Ⅱ－３－４．２００１年度の改正

コンピュータ・ソフトウェアに関する会計基

準が新たに設定されたことを受け，９８年１１月に

「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関す

る規則」（大蔵省令第１３５号）の改正により，ソ

フトウェアが無形固定資産に属するものとして

会計上の勘定科目に計上されることとなった。
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上記の状況を踏まえ，法人企業統計調査におい

ても，急速に進展しつつある企業の情報化投資

（IT関連投資）が，日本のマクロ経済に与える

影響をより的確に把握することの重要性に鑑み，

コンピュータ・ソフトウェアの取得額を把握す

るために，調査事項を変更することとした。

法人企業統計調査の改正については，統計法施

行令第１条の３に基づき，統計審議会において，

諮問第２７４号として諮問に付され，企業統計部

会において審議の結果，２００１年７月１３日に，統

計審議会から改正については適当であると認め

る旨の答申を得た。

そこで，「法人企業統計調査規則」（７０年６月

１０日，大蔵省令第４８号）の改正作業を進め，２００１

年９月６日，「法人企業統計調査規則の一部を

改正する省令」が公布され，同日施行された。

改正の内容は，次のとおりである。

（１） 調査事項の変更

ａ．年次別調査票中の「無形固定資産」の区分

を「ソフトウェアを除く無形固定資産」と「ソ

フトウェア」に分割した。

ｂ．四半期別調査票中の「無形固定資産」の「新

設額」に，ソフトウェア新設額の記入を求め

た。

（２） 調査事項変更の時期

年次別調査については，２００１年度上期調査

（２００２年１月実施）から，四半期別調査につい

ては，２００１年７～９月期調査（２００１年１１月実施）

から実施した。

Ⅱ－３－５．会計基準等変更に伴う法人企業統

計記入内容変更状況調査の実施

１９９６年１１月の金融システム改革に関する総理

指示（９６．１１．１１「我が国金融システムの改革」）

を踏まえ，会計基準・ディスクロージャーの制

度の見直しが進められている。この一連の会計

基準等の変更は会計ビッグバンと称されるよう

に，その内容はこれまでにない大幅な変更とな

っており，法人企業統計で調査している項目の

計数にも大きな変更を生じさせる。法人企業統

計が，各般の景気動向や企業経営分析の基礎資

料に供されていることを踏まえると，企業の会

計基準等変更の実態を調査の上，このような「特

殊要因」に起因する計数を提供し，ユーザーの

諸分析の際の参考資料に供する必要があるとみ

られる。

このため，こうした影響を調査するため，９９

年度より，毎年，総務省の承認を受け，各年度

の年次別調査の標本企業を対象として標記調査

を実施している。

これまでの各年度の調査項目は以下のとおり。

・１９９９年度調査・・事業税の表示区分変更，税

効果会計

・２０００年度調査・・事業税の表示区分変更，税

効果会計，退職給付会計，

事業用土地の再評価，金融

商品の時価評価，ソフトウ

ェアの新規取得

・２００１年度調査・・退職給付会計，金融商品の

時価評価，事業用土地の再

評価

Ⅲ．法人企業統計調査の概要

Ⅲ－１．調査対象，調査時期等

法人企業統計調査は，我が国における法人（本

調査においては，本邦に本店を有する合名会社，

合資会社，株式会社及び有限会社をいう。ただ

し，日本標準産業分類に掲げる金融・保険業を

営むものを除く。）の企業活動の実態を明らか

にするとともに，法人を対象とする各種統計調

査のための基礎となる法人名簿を整備すること

を目的としている。法人の企業活動を総合的に

把握する統計調査としては，対象法人の範囲の
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広さ，標本数の多さ等において，他に例をみな

いものである。

また，その調査結果については，企業経営分

析の資料としてだけでなく，景気判断，国民経

済計算の推計のための主要な資料として広く利

用されている。

なお，調査の概要は表６のとおり。

Ⅲ－１－１．年次別調査

年次別調査は，金融・保険業を除くすべての

営利法人を調査対象とし，４月１日から翌年３

月３１日までの１年間を上期（４月から９月まで）

及び下期（１０月から翌年３月まで）に区分し，

各期中に決算期の到来した標本法人の確定決算

計数について，上期は１月に，下期は７月に調

査を行っている。

Ⅲ－１－２．四半期別調査

四半期別調査は，金融・保険業を除く資本金

１，０００万円以上の営利法人を調査対象とし，４

～６月期，７～９月期，１０～１２月期及び１～３

月期における標本法人の仮決算に基づく計数に

ついて，それぞれ８月，１１月，２月及び５月に

調査を行っている。

Ⅲ－２．調査の方法

当調査は，標本調査であり，調査にあたって

は，母集団から無作為抽出により標本法人を選

定（標本抽出）し，当該標本法人に対して全国

の財務局及び財務事務所等を通じて調査票を郵

送し，法人の自計記入・申告により調査票を回

収・集計し，これを母集団に拡大して推計値を

算出する推計方法をとっている。

また，当調査の基礎となる法人名簿について

も整備（法人管理）を行っている。標本抽出，

推計，法人管理の概要は次のとおりである。

Ⅲ－２－１．標本抽出

（１）母集団については，資本金１億円以上の法人

は，当調査における法人管理の業務に基づき

常時整備している法人名簿により把握する。

また，資本金１億円未満の法人については，

その他の財務省内部資料を利用している。

（２）母集団の分類については，資本金階層区分（前

掲表４）及び日本標準産業分類に基づいて定

めた３７種類の当調査用業種別に層化分類する

（層化分類された１単位をセルという）。

（３）資本金階層別及び業種別に層化分類された各

セルから，次の方法により標本法人を抽出す

る。

ａ．資本金１億円未満の各階層は等確率系統

抽出（各規模ごとに算出した一定間隔で法

人を抽出する。）とする。

ｂ．資本金１億円以上１０億円未満の法人は資

本金による確率比例抽出（資本金を順次集

計し，合計額が一定額に達したとき当該法

人を抽出する。従って，資本金が一定額以

上の法人は全数抽出される。なお，一定額

は６億円とする。）とする。

ｃ．資本金１０億円以上の法人は全数抽出とす

る。

（４）標本抽出においては，以下のような点に留意

している。

ａ．資本金１億円未満の法人については，調

査票作成にかかる法人の負担を軽減するた

め，年次別調査と四半期別調査の標本法人

が重複しないように抽出する。また，連続

して標本法人として抽出される（連年対象）

ことを避けるため，抽出に先立って前年度

の標本法人のチェックを行っている。

ｂ．統計精度の維持向上を図るため，各セル

内の最低標本数を資本金１，０００万円未満の

階層で３０社，資本金１，０００万円以上１億円

未満の階層で５０社としている。このため，

資本金１，０００万円未満の階層（年次別調査

のみ対象）で母集団法人数が６０社未満（３０

社×２年），資本金１，０００万円以上１億円未

満の階層（年次別及び四半期別調査対象）

で母集団法人数が２００社未満（５０社×２調

査×２年）のセルの場合は，連年対象とな

ることがある。なお，資本金１億円以上の

階層における連年対象の回避は考慮されな
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い。

�標本の抽出は，対象法人の把握時点の相違（資

本金１億円未満の階層：調査実施年度の前年

１０月末，１億円以上の階層：調査実施年の３

月末）から，資本金１億円未満の階層は前年

１２月，１億円以上の階層は同年４月に行い，

標本法人は調査対象年度中１年間使用する。

Ⅲ－２－２．推計値の算出

財務局及び財務事務所等が回収・審査し，本

省に送付された調査票は，再度内容審査のうえ

電算機入力を行う。推計値は，各調査（年次別

調査の上期調査を除く。）月の回収期限迄に電

算機入力・蓄積された調査票から，次の方法に

より算出する。

（１）資本金１億円未満の各階層

入力データについて各調査項目の集計値を算

出する。この集計値から，入力された１社あた

りの平均値を求め，これに対象法人数（母集団

法人数）を乗じて拡大したものを推計値とする。

（２）資本金１億円以上６億円未満の階層

入力データ１社ごとに，各調査項目の資本金

に対する比率を求め集計する。この集計値から，

入力された１社平均の比率を算出し，これに対

象法人の資本金合計額を乗じて拡大したものを

推計値とする。

（３）資本金６億円以上１０億円未満の階層

資本金６億円以上の法人は全社が調査の対象

となるので，集計値が推計値となる。ただし，

未回収法人があった場合は，資本金順位で当該

法人の前後各１０社の各調査項目の対資本金比率

の平均値に，当該法人の資本金を乗じて計数を

算出する。

（４）資本金１０億円以上の階層

資本金１０億円以上の法人は全社が調査の対象

となり，さらに全数回収しているので，集計値

が推計値となる。ただし，未回収法人があった

場合は，（３）と同様の算出方法をとる。

Ⅲ－２－３．法人管理

法人管理とは，当調査の基礎となる対象法人

及び標本法人を，法人名簿の整備により管理す

る業務であり，本省，財務局及び財務事務所等

の間で，電子計算機処理を含む法人管理システ

ムにより行われている。

（１）法人名簿

当調査の目的の一つは，法人を対象とする各

種統計調査のための基礎となる「法人名簿」を

整備することである。その内容は①法人の名称，

②本店所在地，③資本の額又は出資額の総額，

④業種，⑤決算の時期となっている。

（２）法人名簿の整備

法人名簿は常時整備し，異動が確認された都

度補正を行い，最新の状態で管理することとし

ており，そのため，年度当初に名簿登載事項の

照会を行い，さらに標本法人については調査時

の最新の情報による補正を行っている。
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表１ 法人企業統

制

度

及

び

共

通

事

項

○
４９／２

大
臣
官
房
調
査
部
が
調
査
を
開
始

○
４９／６

財
務
局
発
足

○
５２／５

統
計
報
告
調
整
法
に
基
づ
く
承
認
統
計
と
な
る

○
５２／８

理
財
局
経
済
課
へ
移
管

○
６１／６

証
券
局
発
足
、
証
券
局
企
業
財
務
課
へ
移
管

○
６４／

第
一
回
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
開
催
（
松
山
）

○
６７／７

証
券
局
企
業
財
務
第
一
課
へ
移
管

○
６７／８

集
計
業
務
に
電
算
機
導
入

○
６９／５

統
計
審
へ
「
企
業
統
計
の
整
備
に
つ
い
て
」
諮
問

○
７０／６

指
定
統
計
（
一
一
〇
号
）
に
指
定
（
７１
年
度
分
か
ら
適
用
）

○
７０／６

法
人
企
業
統
計
調
査
規
則
を
制
定
（
省
令
四
八
号
）

○
７２／５

証
券
局
資
本
市
場
課
へ
移
管

○
７３／５

統
計
審
へ
「
法
人
企
業
統
計
調
査
の
改
正
に
つ
い
て
」
諮
問

○
７４／４

本
土
復
帰
に
伴
い
沖
縄
県
分
を
組
み
入
れ
（
４９
年
度
よ
り
）

○
７４／１

製
造
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
の
業
種
を
細
分
化

○
７５／１

法
人
管
理
シ
ス
テ
ム
全
面
改
正

○
７５／４

年
次
別
・
四
半
期
別
調
査
の
業
種
の
細
分
化
・
統
一
化

○
７５／４

記
入
要
領
及
び
記
入
例
の
作
成

年

次

別

調

査

○
４９／２

数
）

調
査
開
始
「
４８
年
調
査
」（
全
産
業
対
象
、
年
末
仮
決
算
計

○
５０／２

対
象
）

「
４９
年
調
査
」（
鉱
業
、
建
設
業
、
製
造
業
、
卸
売
・
小
売
業

○
５１／４

〜
１２
月
中
の
決
算
計
数
）

「
５０
年
調
査
」（
金
融
・
保
険
業
を
除
く
営
利
法
人
対
象
、
１

○
６１／３

調
査
時
点
変
更
（
６０
年
度
よ
り
暦
年
↓
年
度
）

○
６６／１

発
刊

６５
年
度
調
査
よ
り
分
割
掲
載
を
取
り
や
め
「
年
報
」
と
し
て

○
７５／４

期
首
計
数
調
査
開
始
（
７５
年
度
よ
り
）

○
７５／１０

期
６
月
２０
日
↓
７
月
１０
日
）

調
査
票
提
出
期
限
変
更
（
上
期
１２
月
２０
日
↓
１
月
１０
日
、
下

○
７６／６

〜
７４
年
度
収
録
）

法
人
企
業
統
計
年
報
集
覧（
以
下
、
年
報
集
覧
）を
発
行（
６０

四

半

期

別

調

査

○
５０／３

法
人
）

調
査
開
始
（
５０
年
１
〜
３
月
、
金
融
・
保
険
業
を
除
く
営
利

○
５１／３

〇
万
円
以
上
）

対
象
法
人
の
切
り
上
げ
（
５１
年
１
〜
３
月
よ
り
資
本
金
二
〇

○
７３／６

〇
〇
〇
万
円
以
上
）

対
象
法
人
の
切
り
上
げ
（
７３
年
４
〜
６
月
よ
り
資
本
金
一
、

○
７３／６

調
査
項
目
に「
有
価
証
券
」を
追
加（
７３
年
４
〜
６
月
よ
り
）

資料 法人企業統計調査の変遷と概要

－１５４－



計調査主要年表

○
８１／４

財
務
支
局
発
足

南
・
北
九
州
財
務
局
が
廃
止
さ
れ
、
九
州
財
務
局
及
び
福
岡

○
８３／２

標
本
抽
出
方
法
を
変
更
（
定
率
↓
定
数
）

○
８３／２

財
務
諸
表
等
の
規
則
改
正
に
伴
う
調
査
項
目
等
の
改
正

○
８４／１

財
務
部
を
財
務
事
務
所
に
改
組

○
９０／７

財
政
金
融
研
究
所
調
査
統
計
部
調
査
統
計
課
へ
移
管

○
９６／３

商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
伴
う
資
本
金
階
層
区
分
の
変
更

○
９７／１２

独
占
禁
止
法
の
改
正
施
行
に
よ
り
、
持
株
会
社
が
解
禁

○
９９／４

会
計
基
準
の
変
更
（
税
効
果
会
計
導
入
等
）

○
００／１・７

況
調
査
の
実
施
（
９９
年
度
）

会
計
基
準
等
変
更
に
伴
う
法
人
企
業
統
計
記
入
内
容
変
更
状

○
００／７

財
務
総
合
政
策
研
究
所
と
名
称
変
更

○
００／１・７

況
調
査
の
実
施
（
００
年
度
）

会
計
基
準
等
変
更
に
伴
う
法
人
企
業
統
計
記
入
内
容
変
更
状

○
０１／７

財
務
局
総
務
部
経
済
調
査
課
へ
移
管

○
０１／９

フ
ト
ウ
ェ
ア
取
得
額
把
握
）

財
務
諸
表
等
の
規
則
改
正
に
伴
う
調
査
項
目
等
の
改
正
（
ソ

○
０１／９

公
表
予
定
日
の
事
前
公
表
を
実
施

○
０２／３・７

況
調
査
の
実
施
（
０１
年
度
）

会
計
基
準
等
変
更
に
伴
う
法
人
企
業
統
計
記
入
内
容
変
更
状

○
８３／１

財
政
金
融
統
計
月
報
で
の
公
表
を
１
か
月
繰
り
上
げ

○
８３／１

年
報
要
覧
を
作
成
（
８２
年
度
分
よ
り
）

○
８６／５

年
報
集
覧
を
発
行
（
７５
〜
８４
年
度
収
録
）

○
８６／７

日
本
た
ば
こ
産
業
、Ｎ
Ｔ
Ｔ
調
査
対
象
と
な
る（
８５
年
度
よ
り
）

○
８９／７

Ｊ
Ｒ
関
連
各
社
調
査
対
象
と
な
る
（
８８
年
度
よ
り
）

○
９０／１

消
費
税
の
経
理
処
理
方
法
の
調
査
開
始（
８９
年
度
上
期
よ
り
）

○
９６／４

資
本
金
階
層
区
分
の
変
更（
９６
年
度
調
査
よ
り
７
区
分
↓
９
区
分
）

○
９６／９

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
情
報
提
供
開
始
（
７
年
度
よ
り
）

○
９８／３

年
報
集
覧
を
発
行
（
８５
〜
９５
年
度
収
録
）

○
０２／１

産
」
と
「
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
」
に
分
割

「
無
形
固
定
資
産
」
を
「
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
除
く
無
形
固
定
資

○
７７／３

年
４
〜
６
月
か
ら
７６
年
１
〜
３
月
収
録
）

法
人
企
業
統
計
季
報
集
覧（
以
下
、
季
報
集
覧
）を
発
行（
５５

○
７７／６

調
査
票
の
本
省
へ
の
提
出
期
限
短
縮（
７７
年
４
〜
６
月
よ
り
）

○
７７／１

季
報
要
覧
を
作
成
（
７６
年
度
分
よ
り
）

○
８３／２

調
査
項
目
に「
受
取
利
息
等
」を
追
加（
８３
年
４
〜
６
月
よ
り
）

○
８５／４

日
本
た
ば
こ
産
業
、Ｎ
Ｔ
Ｔ
調
査
対
象
と
な
る（
８５
年
４
〜
６
月
よ
り
）

○
８６／５

季
報
集
覧
を
発
行（
７５
年
４
〜
６
月
か
ら
８５
年
１
〜
３
月
収
録
）

○
８８／４

Ｊ
Ｒ
関
連
各
社
調
査
対
象
と
な
る
（
８８
年
４
〜
６
月
よ
り
）

○
８９／４

消
費
税
の
経
理
処
理
方
法
の
調
査
開
始（
８９
年
４
〜
６
月
よ
り
）

○
９６／４

資
本
金
階
層
区
分
の
変
更（
９４
年
４
〜
６
月
よ
り
４
区
分
↓
５
区
分
）

○
９６／５

よ
り
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
情
報
提
供
開
始
（
９３
年
１０
〜
１２
月

○
９７／１２
（
９５
年
７
〜
９
月
よ
り
）

財
務
局
管
内
主
要
企
業
の
動
向
に
つ
い
て
の
資
料
を
公
表

○
９８／３

季
報
集
覧
を
発
行（
８５
年
４
〜
６
月
か
ら
９６
年
１
〜
３
月
収
録
）

○
０１／１１

額
を
記
入
（
０１
年
７
〜
９
月
よ
り
）

「
無
形
固
定
資
産
」
の
「
新
設
額
」
に
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
新
設

○
０２／３

年
１０
〜
１２
月
よ
り
）

売
上
高
、
経
常
利
益
、
設
備
投
資
の
季
節
調
整
を
実
施
（
０１
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表２ 年次別調査調査対象業種分類の変遷

１９４８年度 １９４９年度 １９５０年度 １９５１年度 １９５３年度 １９５７年度 １９５９年度 １９６０年度 １９６１年度 １９７５年度 １９９４年度 業種番号
農 業 × 農 業 ⇒ ⇒ ⇒

農 林 業
農 林 漁 業

農 林 業
農 業 ⇒ ０１ 農

林
水
産
業

林 業 × 林業・狩猟業 ⇒ ⇒ ⇒ 林業・狩猟業 林 業 ０６

水 産 業 × 漁業・水
産養殖業

漁業・水産
養 殖 業

漁業・水産
養 殖 業

漁業・水産
養 殖 業

漁業・水産
養 殖 業 漁 業 漁業・水産

養 殖 業 漁 業 ０８

鉱 業 ⇒ ⇒ ⇒
鉱業（除石炭） ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

鉱 業 ⇒ １０
石 炭 鉱 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

建 設 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ １５
食 料 品 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 食 料 品 製 造 業 １８

製

造

業

紡 織 ⇒ ⇒ ⇒
紡織（除紡績） ⇒

繊 維 ⇒ ⇒ ⇒ 繊 維 工 業 ２０
紡 績 ⇒

化 学 ⇒ ⇒ ⇒
化学（除肥料） ⇒

化 学 ⇒ ⇒ ⇒ 化 学 工 業 ２６
肥 料 ⇒

金 属
第 一 次
金 属 ⇒ ⇒

第一次金属
（除鉄鋼） 非 鉄 金 属 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 非 鉄 金 属

製 造 業 ３２

鉄 鋼 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 鉄 鋼 業 ３１
金属製品 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 金属製品製造業 ３３

機 械
機 械 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 一 般 機 械 一般機械機具製造業 ３４
電気機械 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 電気機械器具製造業 ３５

その他の
工 業

その他の
製 造 業

その他の
製 造 業

紙及び類似品 ⇒ パルプ・紙 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ パルプ・紙・紙
加工品製造業 ２４

ガ ラ ス ・
土 石 製 品 ⇒ 窯業・土石 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 窯 業 ・ 土 石

製 品 製 造 業 ３０

輸送用機械
運送用機械 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 輸 送 用 機 械

機 具 製 造 業 ３６

船 舶 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 船舶製造・修理業 ３８

そ の 他 の
製 造 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

衣服・その他
の繊維製品

衣服・その他の
繊維製品製造業 ２１

木材・木製品 木材・木製品製造業 ２２

出版・印刷 出 版 ・ 印 刷 ・
同 関 連 産 業 ２５

石油製品・
石 炭 製 品

石油製品・石炭
製 品 製 造 業 ２７

精 密 機 械 精密機械機具製造業 ３７
そ の 他 の
製 造 業 ⇒ ３９

卸 売 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ４０
小 売 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ４９
その他の商業 × × × × × × × × × × ×
× × 不動産業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ５９

ガス・電気
・水道業 ×

運輸・通信・
その他の公益 ⇒

電 気 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ７０

運 輸 ・
通 信 業 ×

ガ ス 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ガ ス ・ 熱 供
給 ・ 水 道 業 ７１

水 運 業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ６４ 運
輸
・
通
信
業

そ の 他 の
運 輸 ・ 通
信 ・ 公 益

⇒ 運輸・通信業 ⇒ ⇒

陸 運 業 ⇒ ６１

その他の運
輸・通信業 ⇒ ６９

放 送 業 ⇒ ８１

サ

ー

ビ

ス

業

サービス業 × サービス業 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事 業 所
サービス業 ⇒ ７４

旅館・その
他の宿泊所 ⇒ ７５

個 人
サービス業 ⇒ ７６

映画・娯楽業 ⇒ ７９
そ の 他 の
サービス業 ⇒ ８９

金 融 業 ×
自 由 業 ×
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表３－１ 年次別調査調査項目の変遷－資産，負債，資本
（資産）
１９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５２年 １９５３年 １９５９年 １９６０年 １９６３年 １９６４年 １９６５年 １９７５年 １９８３年 ２００１年 項目番号

当座資産

流動資産
等

現 金 ・
預 金 ・
そ の 他

現金・預金
現 金 現 金

現金・預金 現金・預金 現金・預金 現金・預金 現金・預金 現金・預金 現金・預金 １
預 金 預 金

そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他

株 式 株 式 株 式 ４
公 社 債 公 社 債 公 社 債 ５
その他の
有価証券

その他の
有価証券

その他の
有価証券 ６

そ の 他 そ の 他 そ の 他 １０
売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

売 掛 金
（受取手
形を含む）

受取手形 受取手形 受取手形 ２

売 掛 金 売 掛 金 売 掛 金 ３

棚卸資産 棚卸資産 棚卸資産

製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 製品・商品 ７
仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 仕 掛 品 ８
原 材 料 原 材 料 原材料・

貯 蔵 品
原材料・
貯 蔵 品

原材料・
貯 蔵 品

原材料・
貯 蔵 品

原材料・
貯 蔵 品

原材料・
貯 蔵 品

原材料・
貯 蔵 品 ９

貯 蔵 品 貯 蔵 品

貯 蔵 品
固定資産 固定資産

土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 土 地 １１

有形固定
資 産

有形固定
資 産

有形固定
資 産

有形固定
資 産

建設仮勘定 建設仮勘定 建設仮勘定 建設仮勘定 建設仮勘定 建設仮勘定 建設仮勘定 １２
その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産

その他の有
形固定資産 １３

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産

ソフトウェ
アを除く無
形固定資産

１４

ソフトウェア １５

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

投資その
他の資産

株 式 株 式 株 式 １６
公 社 債 公 社 債 公 社 債 １７
その他の
有価証券

その他の
有価証券

その他の
有価証券 １８

そ の 他 そ の 他 そ の 他 １９
× × 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延勘定 繰延資産 繰延資産 繰延資産 ２０

資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 資産合計 ２１
受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高

受取手形
割引残高 ２２

（負債及び資本）
１９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５２年 １９５３年 １９５９年 １９６０年 １９６３年 １９６４年 １９６５年 １９７５年 １９８３年 ２００１年 項目番号

借 入 金

借入資本
等

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

買 掛 金
（支払手
形を含む）

支払手形 支払手形 支払手形 ２３

買 掛 金 買 掛 金 買 掛 金 ２４

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金 ２５

そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他
そ の 他

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金 ２６

そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 ２７
諸引当金 諸引当金 諸引当金 諸引当金 負債性引当金 引 当 金 引 当 金 ２８

営業債務

× × × × × × × 社債（流動の
その他へ）社 債 社 債 社 債 ２９

社 債 社 債 社 債 社 債 社 債 社 債 社 債 社 債
金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金

金融機関
借 入 金 ３０

そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他
そ の 他

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金

その他の
借 入 金 ３１

その他の
負 債

そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 そ の 他 ３２
諸引当金 諸引当金 諸引当金 諸引当金 負債性引当金 引 当 金 引 当 金 ３３

× × × × × × × × 特別引当金 ×（廃止）×（廃止）

× × × × × × × × × 特別法上
の準備金

特別法上
の準備金 ３４

払込資本金
又 は
出 資 金

自己資本

資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金
資 本 金 資 本 金 資 本 金 ３５

× × × × × 新株式払込金 新株式払込金 新株式払込金

再 評 価
積 立 金

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本剰余
金（再評
価積立金
を含む）

資本金準備金 資本金準備金 資本金準備金 ３６

積立金・
未 処 分
利 益 ・
そ の 他

その他の
資本剰余金

その他の
資本剰余金

その他の
資本剰余金 ３７

諸積立金 利益余剰金 利益余剰金
利益余剰金 利益余剰金 利益余剰金 利益余剰金 利益余剰金

利益準備金 利益準備金 利益準備金 ３８
任意積立金 任意積立金 任意積立金 ３９

当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期末処
分 利 益

当期末処
分 利 益

当期末処
分 利 益 ４０

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計

負債及び
資本合計 ４１

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金 ４２

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金

関係会社
売 掛 金 ４３
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表３－２ 年次別調査調査項目の変遷－損益，利益処分
（損益）

１９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５１年 １９５２年 １９５４年 １９５９年 １９６０年 １９６３年 １９６８年 １９７５年 １９８３年 項目番号
営業収入 営業収入 営業収入 営業収入 営業収入 営業収入 営業収入 売 上 高 売 上 高 売 上 高 売 上 高 売 上 高 ４４
うち輸出
関係収入 ×（廃止） × × × × × × × × × × ×

× × うち主業収入 うち主業収入 うち主業収入 ×（廃止） × × × × × × ×
× 価格差補給金 補 助 金 補 助 金 ×（廃止） × × × × × × × ×
×

当 期 営
業 経 費

当 期 営
業 経 費

当 期 営
業 経 費

当 期 営
業 経 費

当 期 営
業 経 費

当 期 営
業 経 費

売上原価 売上原価 売上原価 売上原価 売上原価 ４５

× 一般管理費
及び販売費

一般管理費
及び販売費

一般管理費
及び販売費

一般管理費
及び販売費

一般管理費
及び販売費 ４６

× 当期棚卸
資産購入高

棚卸資産
使 用 高

棚卸資産
使 用 高 ×（廃止） × × × × × × × ×× 期首棚卸

資産在庫高

× 期末棚卸
資産在庫高

× × 固定資産
振 替 高

固定資産
振 替 高

固定資産
振 替 高

固定資産
振 替 高

固定資産
振 替 高

（費用項
目 へ ） × × × × ×

× 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 当期営業損益 営業利益 営業利益 ４７
× 営業外収入 営業外収入 営業外収入 営業外収入 営業外収益 営業外収益 営業外収益 営業外収益 営業外収益 営業外収益 営業外収益 ４８

× うち受取
配 当 金 ×（廃止） × × × × × × × × × ×

× 支払利子 支払利子割 引 料
支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

支払利子
割 引 料

営業外費用 営業外費用 ４９
× その他の

営業外経費
その他の
営業外経費

その他の
営業外経費

その他の
営業外経費

その他の
営業外経費

その他の
営業外経費

その他の
営業外費用

その他の
営業外費用

その他の
営業外費用

× × 貸倒損失 貸倒損失 ×（廃止） × × × × × ×
純 損 益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 当期純損益 経常利益 経常利益 ５０
× × × × × × × × × × 特別利益 特別利益 ５１
× × × × × × × × × × 特別損失 特別損失 ５２

× × × × × × × × × ×
特定引当
金繰入・
戻入差額

×（廃止） ×

× × × × × × × × × × 税 引 前
当期利益

税引前当
期純利益 ５３

× × × 法 人 税 法 人 税 法 人 税 法 人 税 法 人 税 法人税等引 当 額
法人税等
引 当 額 税金引当額 法人税及び住民税 ５４

× × × × × × × ×
法人税等
引当後当
期純損益

法人税等
引当後当
期純損益

当期利益 当期純利益 ５５

× × × × × × × × × 繰越利益剰
余金増加高 ×（廃止） × ×

× × × × × × × × × 繰越利益剰
余金減少高 ×（廃止） × ×

× × × 前 期 繰
越 損 益

繰越剰余
金 又 は
欠 損 金

繰越剰余
金 又 は
欠 損 金

繰越剰余
金 又 は
欠 損 金

繰越利益
剰余金・
欠損金未残

当期未処
分 利 益
剰 余 金

当期未処
分 利 益
剰 余 金

×（廃止） × ×

× × × 積立金戻入 諸 取 崩
高 又 は
繰 入 額

諸 取 崩
高 又 は
繰 入 額

諸 取 崩
高 又 は
繰 入 額

諸 取 崩
高 又 は
繰 入 額

諸 取 崩
高 又 は
繰 入 額

諸 剰 余
金取崩高 ×（廃止） × ×

× × × 再 評 価
積立金戻

（利益処分）

１９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５１年 １９５２年 １９５４年 １９５９年 １９６０年 １９６３年 １９６８年 １９７５年 １９８３年 項目番号
× 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 役員賞与 ５６
× × × × × × × × × × 中間配当額 中間配当額 ５７

配 当 額 配 当 金 配 当 金 株主配当金 株主配当金 株主配当金 株主配当金 配 当 金 配 当 金 配 当 金 配 当 金 配 当 金 ５８
×

積 立 金 諸積立金 諸積立金
任意積立金 任意積立金 任意積立金 任意積立金（資本の部へ） × × × ×

× 利益準備金 利益準備金 利益準備金 利益準備金（資本の部へ） × × × ×
× 法 人 税 法 人 税 法人税引当金 納税準備金 納税準備金 税 金 税 金（損益へ） × × × ×

× × × 後 期 繰
越 利 益

次期繰越利
益剰余金
又は欠損金

次期繰越利
益剰余金
又は欠損金

次期繰越利
益剰余金
又は欠損金

次期繰越利
益剰余金
又は欠損金

差引社内
留保又は
欠 損 金

差引社内
留保又は
欠 損 金

×（廃止） × ×
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表３－３ 年次別調査調査項目の変遷－減価償却，費用，役員・従業員数
（減価償却，費用，役員・従業員数）

１９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５３年 １９５４年 １９６０年 １９７５年 １９８３年 項目番号

× 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 ５９

× × × × ×
特 別 減 価
償 却 費

特 別 減 価
償 却 費

特 別 減 価
償 却 費

６０

×

給 与
（うち役
員給与）

役員給料手当 役員給料手当 役員給料手当 役員給料手当 役 員 給 与 役 員 給 与 ６１

うち常勤役
員給料手当

（ 廃 止 ） × × × × ×

従業員給料
手当福利費

従業員給料
手当福利費

従業員給料
手 当

従業員給料
手 当

従業員給与 従業員給与 ６２

福 利 費 福 利 費 福利厚生費 福利厚生費 ６３
うち常用者
給 料 手 当（ 廃 止 ） × × × × ×

× × × × 原 材 料 費（ 廃 止 ） × ×

修 繕 費 修 繕 費 修 繕 費 修 繕 費 修 繕 費（ 廃 止 ） × ×

租 税 公 課 租 税 公 課 租 税 公 課 租 税 公 課 租 税 公 課 租 税 公 課 租 税 公 課 ６６

うち価格差
益 納 付 金

（ 廃 止 ） × × × × × ×

そ の 他 の
営 業 経 費

そ の 他 の
営 業 経 費

そ の 他 の
営 業 経 費

そ の 他 の
営 業 経 費

（ 廃 止 ） × × ×

うち不動産
賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

動産・不動
産 賃 借 料

６５

× × × ×

（損益より）
固 定 資 産
振 替 高

（ 廃 止 ） × ×

×
（損益より）
支払利息・
割 引 料

支払利息・
割 引 料

６４

役 職 員 数
役 員 数

役 員 数 役 員 数 役 員 数 役 員 数 役 員 数 役 員 数 ６７

うち常勤者数（ 廃 止 ） × × × × ×

労 働 者 数
従 業 員 数 従 業 員 数 従 業 員 数 従 業 員 数 従 業 員 数 従 業 員 数 ６８

労 務 者 数 うち常用者数（ 廃 止 ） × × × × ×
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表４ 資本金階層別区分及び標本数

資 本 金 階 層 年次別調査 四半期別調査

２百万円未満
２百万円以上 ３百万円未満
３百万円以上 ５百万円未満
５百万円以上 １千万円未満
１千万円以上 ２千万円未満
２千万円以上 ５千万円未満
５千万円以上 １億円未満
１億円以上 １０億円未満
１０億円以上

約２千社
約１千社
約２千社
約２千社
約４千社
約４千社
約２千社

確率比例抽出
全数抽出

―
―
―
―

約４千社
約４千社
約２千社

確率比例抽出
全数抽出

注）四半期別調査は資本金１千万円以上の階層のみ

表５ 年次別調査標本抽出の変遷

資本金区分 １９４８年 １９４９年 資本金区分 １９５０年 １９５２年 資本金区分 １９５３年 資本金区分 １９５４年 １９５７年 資本金区分 １９５９年

１，０００万
円以上 全数 全数 １，０００万

円以上 全数 全数 １，０００万
円以上 全数

５，０００万
円以上 全数 全数

１億円以上 全数
５，０００万円
～１億円 １／２

１，０００万円～
５，０００万円 １／２ １／５ １，０００万円～

５，０００万円 １／５

１，０００
万円未満１０，０００社 １／３０

５００万円～
１，０００万円 １／１０ １／１０ ５００万円～

１，０００万円 １／１０ ５００万円～
１，０００万円 １／５ １／１０ ５００万円～

１，０００万円 １／１０

２００万円～
５００万円 １／２０ １／２０ ２００万円～

５００万円 １／２０ ２００万円～
５００万円 １／１０ １／５０ ２００万円～

５００万円 １／５０

２００万円
未満 １／６０ １／１００

１００万円～
２００万円 １／１００１００万円～２００万円 １／１５０ １／２００１００万円～２００万円 １／２００

１００万円
未満 １／２００ １００万円未満 １／３００ １／２００ １００万円未満 １／２００

資本金区分 １９６１年 １９６３年 １９６８年 資本金区分 １９７５年 資本金区分 １９８３年 資本金区分 １９９６年

１億円
以上 全数 全数 全数

１０億円以上 全数 １０億円以上 全数 １０億円以上 全数
１億円～
１０億円

確率比例
抽出（注１）

１億円～
１０億円

７，０００社
（注２）

１億円～
１０億円

確率比例
抽出（注３）

５，０００万円
～１億円 １／２ １／２ １／２ ５，０００万円

～１億円 １／５ ５，０００万円
～１億円 ２，０００社

５，０００万円
～１億円 ２，０００社

１，０００万円～
５，０００万円 １／５ １／５ １／１０ １，０００万円～

５，０００万円 １／１５

２，０００万円～
５，０００万円 ４，０００社

２，０００万円～
５，０００万円 ４，０００社

１，０００万円～
２，０００万円 ３，０００社

１，０００万円～
２，０００万円 ４，０００社

５００万円～
１，０００万円 １／１０ １／１０ １／１０ ５００万円～

１，０００万円 １／５０ ５００万円～
１，０００万円 ２，０００社

５００万円～
１，０００万円 ２，０００社

２００万円～
５００万円 １／３０ １／２５

卸売１／２５，
その他
１／５０

２００万円～
５００万円 １／１００２００万円～５００万円 ２，０００社

３００万円～
５００万円 ２，０００社

２００万円～
３００万円 １，０００社

２００万円
未満 １／１００ １／１００

卸売１／５０，
その他
１／１００

２００万円
未満 １／３００ ２００万円未満 ２，０００社 ２００万円

未満 ２，０００社

（注１） 資本金単位４億円により規模比例確率抽出（法人の資本金を順次集計し，累積資本金が４億円に達する毎に１社抽
出する方法）を行う。したがって資本金４億円以上の法人は全数抽出されることになる。

（注２） 資本金５億円以上は全数抽出。
（注３） 資本金６億円以上は全数抽出。
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表６ 法 人 企 業 統 計 調 査 の 概 要
１．法人企業統計調査の要約

沿 革 対 象 法 人 調 査 項 目 調 査 方 法
調査周期及
び実施時期

公 表

年次別
調査
（年報）

１９４８年開始
１９５０年より歴年（１
月～１２月）の決算計
数の調査
１９５９年より年度（４
月～３月）の決算計
数の調査

金融・保険業
を除くすべて
の営利法人
２００２年度の法
人数
約２６３万社

法人の名称その他法
人に関する一般的事
項，業種別売上高，
資産・負債及び資本，
損益，利益処分，減
価償却費，費用，役
員・従業員数

１．標本調査
標本数
約３．６万社

２．財務局等
を通じての
郵送調査

３．自計記入

決算期が４月
～９月の法人
は１月に調査
（上期調査）
決算期が１０月
～３月の法人
は７月に調査
（下期調査）

新聞発表
９月上旬

財政金融統計
月報
８月号

四半期別
調査
（季報）

１９５０年開始
１９５１年より資本金
２００万円以上の法人
の仮決算計数の調査
１９７３年より資本金
１，０００万円以上の法
人の仮決算計数の調
査

金融・保険業
を除く資本金
１，０００万円以
上の営利法人
２００２年度の法
人数
約１２１万社

法人の名称その他法
人に関する一般的事
項，業種別売上高，
資産・負債及び資本，
固定資産増減，減価
償却費，投資その他
の資産，損益，人件
費

１．標本調査
標本数
約２．８万社

２．財務局等
を通じての
郵送調査

３．自計記入

４～６月，７
～９月，１０～
１２月及び１～
３月の仮決算
計数を８月，
１１月，２月，
５月に調査

新聞発表
９月，１２月，
３月，６月
の上旬

法人企業統計
季報
９月，１２月，
３月，６月
の下旬

（注） 財務局等：財務局，福岡財務支局，財務事務所，小樽出張所，北見出張所及び沖縄総合事務局。

２．調査の実施及び日程

業 務 内 容 業務の名称 区 分 年次別調査 四 半 期 別 調 査

本 省

母集団の確定及び標本法
人の確定
法人名簿作成
調査対象法人リスト作成
財務局等への調査実施依頼

標本抽出
・

法人管理

法人名簿の送付
低階層法人名簿
管理法人名簿

５月下旬

本省から財務局
等への調査票送
付

上期分１１月上旬
下期分５月上旬

年度分一括 ６月中旬

財務局等

調査票等の法人への発送
未提出法人に対する督促
回収調査票の審査，照会
審査済調査票の本省への
送付
各種報告書の本省への送付

年次別調査
及び

四半期別調査

財務局等から法
人への調査票送
付

上期分１２月上旬
下期分６月上旬

４～６月期分
７～９月期分
１０～１２月期分
１～３月期分

７月中旬
１０月中旬
１月中旬
４月中旬

法人から財務局
等への提出期限

上期分１月１０日
下期分７月１０日

４～６月期分
７～９月期分
１０～１２月期分
１～３月期分

８月１０日
１１月１０日
２月１０日
５月１０日

財務局等から本
省への調査票及
び各種報告書の
提出期限

上期分１月下旬
下期分７月下旬

４～６月期分
７～９月期分
１０～１２月期分
１～３月期分

８月下旬
１１月下旬
２月下旬
５月下旬

本 省

回収調査票の審査照会
調査票等の機械処理
結果表作成
公表
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